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令和７年度「電気・ガス料金負担軽減支援事業補助金」の交付申請手続きの手引き 

 

令和７年度「電気・ガス料金負担軽減支援事業補助金」では、国が定める値引き単価で値引き

を行った電気・都市ガスの小売事業者等に対し、値引き実施額を補助する事業です。 

ついては、電気・都市ガスの小売事業者等におかれましては、本補助金への申請をお願いい

たします。 

交付申請書の記載方法等は、以下のとおりとなりますので、本記載方法をご確認の上、期日（２

０２５年１２月７日（日））までに申請をお願いいたします。 

 

１．申請書類 

交付申請に当たっては、「交付申請様式（新様式）.xlsx」に必要事項を記載して提出を行っ

てください。なお、提出に当たって、ファイルにパスワードはかけないでください。 

 

２．「交付申請様式（新様式）.xlsx」の記載方法 

「交付申請様式（新様式）.xlsx」の必要事項（黄色セル部分）に入力することで、自動的に申

請様式が作成される仕組みとなっています。 

当該ファイルにおいては、「【要入力】入力フォーム」、「【要入力】担当者情報」、「【要入力】債

主登録」、「【要入力】申請額算出根拠」の４つのシートに必要事項を入力してください。 

それぞれのシートの入力方法は、以下のとおりとなります。 

 

（１）「【要入力】入力フォーム」シートの記載方法 

「Ⅰ．事業者に関する情報」 

 

○事業者名 

本補助金に申請する事業者名を記載してください（例：○○○株式会社 等）。 

○事業者代表者の役職 

事業者の代表者の役職を記載してください（例：代表取締役社長 等）。 

○事業者代表者の氏名 

事業者の代表者の氏名を記載してください。 

○事業者の住所 

事業者の本社住所等を記載してください。 
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○事業者の法人番号 

事業者の法人番号（１３桁の数字）を記載してください。 

法人番号は、「国税庁 法人番号公表サイト」（https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/）か

ら検索することが可能です。 

 

 

「Ⅱ．文書に関する情報」 

 
○申請書の申請年月日 

申請を行う年月日を記載してください（例：2025年 12月 5日）。 

 

○申請書の文書番号 

本申請を行うに当たって、会社で定める文書の番号等があれば記載してください。 

ない場合は、空欄で結構です。 

 

 

「Ⅲ．補助事業の開始及び完了予定日」 

 

○補助事業の開始年月日 

補助事業を開始する年月日を記載してください。 

原則、値引き開始月の１日を記載してください。 

例えば、２０２６年１月使用分（２０２６年１月○日～２月□日）から値引きを開始する場合は、２

０２６年１月１日と記載してください。 

○補助事業の終了年月日 

補助事業を終了する年月日を記載してください 

原則、値引き開始月が属する年度末を記載してください。 

例えば、２０２６年１月使用分（２０２６年１月○日～２月□日）が値引き開始月の場合は、２０２

６年３月３１日と記載してください。 

 

https://www.houjin-bangou.nta.go.jp/
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「Ⅳ．申請者の営む主な事業」 

 
○申請者の営む主な事業 

申請者が営む主要な事業について、１００文字以内で記載してください。 

定款や会社案内等の抜粋でも結構です。 

欄の右に、入力文字数が表示されますので、記載の際、参考にしてください。 

 

 

「Ⅴ．申請者の資産等に関する事項」 

 
○資産状況の時点（年月） 

記載する資産状況の時点（年月）を記載してください。 

申請時点の直近で分かる最新の情報を記載してください。 

○負債合計額（円） 

貸借対照表の負債合計額を記載してください。 

100万円未満の数字は、丸めて記載（０とする）でも結構です。 

例：5234,199,234円 → 5234,000,000円 

○純資産合計額（円） 

貸借対照表の純資産合計額を記載してください。 

100万円未満の数字は、丸めて記載（０とする）でも結構です。 

例：5234,199,234円 → 5234,000,000円 

 

 

「Ⅵ．債主登録（補助金の振込口座）に関する事項」 

 
○債主登録（補助金の振込口座）に関する事項 

補助金の振込口座を経済産業省に登録していない場合は「未登録」、登録してある場合は、

「登録済み」を選択してください。 
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「Ⅶ．役員に関する事項」 

 

○役員に関する事項 

役員の氏名、フリガナ、生年月日、役職名（役員としての役職。例：常任取締役等）を記載し

てください。役員が２０名を超える場合は、２０名までの記載で結構です。 

 

 

（２）「【要入力】担当者情報」シートの記載方法 

 

○連絡先登録票 

本補助金の連絡先となる担当者情報（担当者名、担当者部署、電話番号、メールアドレス、

担当分野）を入力してください。 

最大５名まで入力可能です。 

当該情報を使ってメール等で連絡を行うため、必ずメールアドレスは入力してください。 

「担当分野」については、本補助事業は、電気事業、都市ガス事業があるため、どの分野の

担当者であるかについて、「電気」、「ガス」、「電気・ガス両方」から選択してください。 
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（３）「【要入力】債主登録」シートの記載方法 

「【要入力】入力フォーム」シートの「Ⅵ．債主登録（補助金の振込口座）に関する事項」で、「未登

録」を選択した場合は、「【要入力】債主登録」シートへの記載が必要です。 

「登録済み」を選択した場合は、記載は不要です（「【要入力】債主登録シート」が黒塗りになります

ので、記載は不要です）。 

○登録事由 

新規、変更のいずれかを選択してください。 

経済産業省に今まで債主登録を行っていない場合は、新規の登録になるため、「新規」を選

択してください。 

○登録年月日（契約日・変更日など） 

登録申請を行う年月日を入力してください。 

○ １．債主区分 

「１．大企業」、「２．中小企業」、「３．その他」について、該当するものを選択してください。 

○ ２．商号・名称 

事業者名を記載してください（例：○○○株式会社） 

○ 代表者氏名 

事業者の代表者の名前を記載してください。 
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○ ３．所在地 

本社住所等を郵便番号も含め記載してください。住所は都道府県名から記載してください。 

○ ４．国庫金振込通知書希望送付先 

国から補助金等が振り込まれると、「国庫金振込通知書」が郵送されます。 

郵送先を、「３．所在地」以外にしたい場合は、郵送先の住所（郵便番号を含む）を記載してく

ださい。 

○ ５．口座名義（カナ） 

口座名義をカナで、一マスずつ記載してください。濁音は一文字として記載してください（例：

「ガ」は一文字として一マスに記載）。 

○ ７．振込先金融機関名 

振込先の「金融機関コード」、「金融機関名」、「店舗コード」、「店舗名（フリガナ）」、「店舗名」

を記載してください。 

「金融機関名」は、「銀行」、「金庫」のいずれかが選択可能です。また、インターネット銀行は

振り込みができない銀行があるため、インターネット銀行は原則、指定しないでください。 

「店舗名」は、「本店」、「支店」、「出張所」のいずれかが選択可能です。 

○ ８．預貯金種別 

「１．普通預金」、「２．当座預金」、「３．別段預金」のいずれかを選択してください。 

○ ９．口座番号 

口座番号を、左詰めで記載してください。 

 

選択して変更が可能です。 
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（４）「【要入力】申請額算出根拠」シートの記載方法 

「補助金申請額の算出基礎」シートの黄色セルの箇所に入力をします。 

「開始月、終了月」 

 
○開始月 

値引き実施をする開始月を選択してください。 

１月使用分とは、供給日が１月から開始する月の分を指し、１月○日～２月□日となります。 

○終了月 

値引き実施を終了する月を選択してください。 

開始月を選択していないと、終了月は選択できませんので、開始月を最初に選択してくださ

い。 

 

「（０）システム改修費」 

 
○システム改修費（電気事業用、ガス事業用） 

値引き実施のためにシステムの改修が必要となる場合には、システム改修費を申請すること

ができます（ベンダーへの支払等、外部へ支払が生じる分のみが補助対象です）。 

電気事業、ガス事業それぞれで申請することが可能なため、それぞれの事業でシステム改修

費を申請する場合には、「必要」を選択してください。 

交付申請額は、各々３００万円となります。 

○システム改修の事前着手の必要性 

システム改修を、交付決定日前に着手する場合は、「システム改修の事前着手の必要性」の

欄で「必要」を選択してください。 
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「（１）電気事業［小売電気事業者］」 

 

○電気事業［小売電気事業者］ 

電気の低圧、高圧について、各月使用分の販売計画量（見込み量）を記載してください。 

繰上検針を行っている等の関係で、値引き実施時期が１ヶ月後ろ倒しになっている場合（例

えば、補助事業で定められている値引き実施期間が１月使用分～３月使用分であるが、繰上

検針を行っていることから、値引き実施期間を２月使用分～４月使用分とする場合）は、補助

事業で定めている値引き実施期間に合わせて数値を記載してください（繰上検針により２月

使用分となる値は、１月使用分に記載する等）。 

※後ろ倒しとなった期間で販売計画量をそのまま記載すると、適用される値引き単価がず

れる可能性があり、補助金申請額が適切に計算できない場合があるため。 

 

「（２）電気事業［高圧一括受電事業者］」 

○電気事業［高圧一括受電事業者］ 

電気の高圧一括受電について、各月使用分の販売計画量（見込み量）を記載してください。 

値引き実施時期が１ヶ月後ろ倒しになっている場合（例えば、補助事業で定められている値

引き実施期間が１月使用分～３月使用分であるが、繰上検針等を行っていることから、値引

き実施期間を２月使用分～４月使用分とする場合）は、補助事業で定めている値引き実施期

間に合わせて数値を記載してください（繰上検針により２月使用分となる値は、１月使用分に

記載する等）。 

※後ろ倒しとなった期間で販売計画量をそのまま記載すると、適用される値引き単価がず

れる可能性があり、補助金申請額が適切に計算できない場合があるため。 
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「（３）ガス事業［都市ガス事業、LNG 販売］」 

○ガス事業［都市ガス事業、LNG販売］ 

都市ガス、LNG販売について、各月使用分の販売計画量（見込み量）を記載してください。 

繰上検針を行っている等の関係で、値引き実施時期が１ヶ月後ろ倒しになっている場合（例

えば、補助事業で定められている値引き実施期間が１月使用分～３月使用分であるが、繰上

検針を行っていることから、値引き実施期間を２月使用分～４月使用分とする場合）は、補助

事業で定めている値引き実施期間に合わせて数値を記載してください（繰上検針により２月

使用分となる値は、１月使用分に記載する等）。 

※後ろ倒しとなった期間で販売計画量をそのまま記載すると、適用される値引き単価がず

れる可能性があり、補助金申請額が適切に計算できない場合があるため。 

 

３．交付申請書 

（１）補助金交付申請書 

「【要入力】入力フォーム」、「【要入力】申請額算出根拠」の２シートに必要事項を入力すると、

「補助金交付申請書」シートに必要内容が自動転記され、申請書が作成されます。 

「補助金交付申請書」シートを確認し、入力漏れや記載ミス等がないか確認してください 
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（２）システム改修事前着手届出 

「【要入力】申請額算出根拠」の「システム改修の事前着手の必要性」の欄で、「必要」を選択

すると、「システム改修事前着手届出」シートに届出書が作成されます。 

「必要」を選択しなかった場合は、黒塗りとなり届出書は作成されません。 

システム改修の事前着手を行う場合は、「システム改修事前着手届出」が作成されているか

を確認してください。 

            

 

（以 上） 

 


